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	（記載要領）
「相続税特定物納申請書」について
　１　「１　特定物納対象税額等」欄
　 (1)　「①特定物納対象税額」欄
　　　　延納税額（利子税、延滞税を除く。）から特定物納申請日までに納期限が到来している分納税額を控除した額を記載してください。
　 (2)　「②特定物納申請税額」欄
　　　　特定物納対象税額のうち、特定物納の許可を求めようとする税額を記載してください。
　　　　なお、金銭で納付することを困難とする金額が限度となります。
　 (3)　「③特定物納申請後の分納税額（①－②）」欄
　　　　「①特定物納対象税額」から「②特定物納申請税額」を控除した金額を記載してください。
　２　「２　特定物納対象税額等の内訳」欄
　 (1)　「１特定物納対象税額等」欄の「①特定物納対象税額」欄、「②特定物納申請税額」欄及び「特定物納申請後の分納税額（①－②）」欄のそれぞれについて、「不動産等に係る延納相続税額」及び「動産等に係る延納相続税額」を記載してください。
　 (2)　「②特定物納申請税額」欄の各回の分納税額に1,000円未満の端数が生ずる場合には、その端数金額は申請する初回の分納税額に含めて記載してください。
　 (3)　「分納期限」欄は、当初の延納許可に係る分納期限（延納条件の変更により、分納期限が延長されている場合は延長後の分納期限）を記載してください。
　３　「変更された条件による延納によっても金銭で納付することを困難とする事由」
　　　「金銭納付を困難とする理由書」を作成してください。
　４　物納財産目録は、次により記載してください。
　 (1)　国債、地方債、社債、その他の有価証券
　　　　国債、地方債、社債等の種類又は銘柄別に、登録の済否、記号番号、額面、数量を記載し、「価額」欄には特定物納申請の時の価額として計算した価額を記載してください。
　　　　ただし、相続開始後その財産に著しい状況の変化があった場合には、その課税価格に算入された価額は改訂後の価額を記載するとともに、その計算根基を明らかにしてください（以下⑵、⑶及び⑷について同じ。）。
　　　　なお、社債又は証券投資信託若しくは貸付信託の受益証券である場合は、備考欄に当該有価証券の購入先金融機関を記載してください。
　 (2)　土地、家屋
　　　　「土地、家屋の表示」欄は、権利に関する登記済証又は登記事項証明書（登記簿謄本）に記載されているとおりの所在、地番、地目又は構造、数量等を記載し、「価額」欄には特定物納申請の時の価額として計算した価額を、また、「備考」欄には土地及び家屋の利用状況（貸宅地（借地人名）、遊休地、耕作地等）を記載してください。
　　　　なお、相続開始時に生産緑地であった土地の場合は、当該土地に係る生産緑地法第10条に規定する市町村長に対する買取申出年月日又は生産緑地の指定解除年月日を記載してください。
　 (3)　立木、船舶
　　　　「立木、船舶の表示」欄は、権利に関する登記済証又は登記事項証明書（登記簿謄本）に記載されているとおりの所在地又は船籍港、種類又は構造、数量、大きさ等を記載し、「価額」欄には特定物納申請の時の価額として計算した価額を記載してください。
　 (4)　動産
　　　　動産の名称、品質又は性質、数量を記載し、「価額」欄には特定物納申請の時の価額として計算した価額を記載してください。
　　　　なお、申請財産が特定登録美術品の場合は、適宜補正して使用してください。
　 (5)　共同相続人が共有財産について物納申請するときは、各財産の「備考」欄にその持分割合を記載してください。
（規格Ａ４）
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５　その他参考事項
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３　変更された条件による延納によっても金銭で納付することを困難とする事由


　　別紙「金銭納付を困難とする理由書」のとおり





４　特定物納申請財産


　　別紙「物納財産目録」のとおり
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相　続　税　特　定　物　納　申　請　書








収受印





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税務署長　殿











　　　　年　　月　　日付第　　　号で許可された相続税の延納について、下記のとおり特定物納を申請します。











作成税理士


事務所所在地（電話番号）





署　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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